
第１回「くまもとで働こう」推進本部会議 

次 第 
日時：令和６年８月２０日（火）９：０５～９：５０ 

                            場所：知事応接室 

 

１ 開会 

 

２ 本部長（木村知事） 挨拶 

 

３ 報告事項 

（１） 「くまもとで働こう」推進本部について 

（２） 熊本県の人手不足等の現状について 

（３） 人材育成・確保に関連した課題について 

 

４ 意見交換 

 

５ 閉会  
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第１回

「くまもとで働こう」
推進本部会議

令和６年（２０２４年）８月２０日



１ 「くまもとで働こう」推進本部について

・県内産業界における人手不足が深刻になる中、各産業の人材育成・確保を図るため、関係部局による
課題共有や連携体制を構築し、関係部局が連携して課題解決に向けた取組みを推進するために、
「くまもとで働こう」推進本部（以下、「推進本部」という。）」を設置する。

・幹事会では、人材育成・確保を具体的に推進するため、「県内定着」、「人材育成」、「働きやすい
職場環境」、「生産性向上」などをテーマに検討を行う。

知事公室
私学振興課
企画課
地域振興課
交通政策課
高齢者支援課
子ども未来課

障がい者支援課
医療政策課
商工政策課
労働雇用創生課
産業支援課
企業立地課
観光国際政策課

観光企画課
農地・担い手支援課
林業振興課
水産振興課
監理課
高校教育課

【本部長】 知事
【副本部長】副知事
【構成員】知事公室長 観光戦略部長

総務部長 農林水産部長
企画振興部長 土木部長
健康福祉部長 教育長
商工労働部長

「くまもとで働こう」推進本部 幹事会構成メンバー

※審議員・総括補佐又は班長レベルを想定
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７月１９日 第１回準備会 ➡人手不足の現状分析、検討項目の確認等

８月８日 記者発表（本部立ち上げについて）

８月２０日 第１回「くまもとで働こう」推進本部会議➡人手不足の現状分析、検討項目の確認等

８月～９月 関係部局にて情報収集 ➡好事例の掘り起こし、業界の意見等

８月～９月 Ｒ７当初予算に向けた事業内容の検討（関係部局にて）

９月頃 第２回幹事会 ➡検討項目に対する好事例や既存事業の一覧化、横展開の検討等

１０月中旬 第２回「くまもとで働こう」推進本部会議➡検討項目への取組み、事業方針（R7当初予算要求の方向性）の検討等

１０月中 第２回「くまもとで働こう」推進本部会議での議論内容を踏まえ、関係部局においてＲ７当初予算要求

２ 「くまもとで働こう」推進本部の進め方について

＜スケジュール案＞
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３ 熊本県の人手不足等の現状について（１）

※（出典：熊本商工会議所「熊本県下の中小・小規模事業者100社アンケート（2024 年4月発表）」
協力団体：公益財団法人くまもと産業支援財団、熊本県よろず支援拠点、熊本県中小企業活性化協議会、熊本県事業承継・引継ぎ支援センター）
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全体 製造業 流通業 サービス業 建設業

75% 83% 67% 70% 80%

改善した 変化なし/悪化 改善した 変化なし/悪化

83% 65% 87% 62%

人手不足を感じる原因は

何にあると思いますか

（複数回答）

今後

人手不足を改善するために

計画していること

はありますか

（複数回答）

人手不足に対して

どのような支援が

あると良いですか

（複数回答）

直近2期の売上が 直近2期の利益が
貴社では

人手不足感がありますか

65%

48%

29%

5%

64%

51%

46%

33%

31%

26%

26%

24%

23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務の見直しとムダの削減
機械化・デジタル化などの省力化推進

アウトソーシングの活用
納期見直し

報酬の見直し
モチベーション向上
労働環境の改善
福利厚生の充実
採用活動の強化
スキルアップ支援

企業イメージの向上
多様な人材の活用

自社や業界の知名度向上

81%

39%

21%

19%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

雇用や業務改善に関する助成金や税制優遇

専門家の助言

人材研修プログラム

教育機関との連携

他企業・金融機関等との連携

43%

30%

29%

28%

20%

44%

26%

20%

60%

33%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務の拡大に体制が追い付いていない

業務のムダが多く業務の統廃合や合理化が進んでいない

働き方改革による労働時間の短縮で業務がこなせない

機械化／デジタル化などの省力化が進んでいない

取引先からの緊急対応が多い

高齢化による退職増

中核人材以外の一般労働者の離職が多い

業務に不可欠なスキルや資格・ノウハウを持つ中核的な人材の離職が多い

応募が無い

採用しても定着しない

応募はあっても人材像とマッチしない

②人手不足の原因（複数回答）①県内企業における人手不足の現状

業
務
面

人
材
面

人手不足感があると答えた

企業の割合

製造業（30社） 83%

流通業（18社） 67%

サービス業（44社） 70%

建設業（15社） 80%

全体（107社） 75%



３ 熊本県の人手不足等の現状について（２）

③人手不足の改善するために計画していること（複数回答）
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全体 製造業 流通業 サービス業 建設業

75% 83% 67% 70% 80%

改善した 変化なし/悪化 改善した 変化なし/悪化

83% 65% 87% 62%

人手不足を感じる原因は

何にあると思いますか

（複数回答）

今後

人手不足を改善するために

計画していること

はありますか

（複数回答）

人手不足に対して

どのような支援が

あると良いですか

（複数回答）

直近2期の売上が 直近2期の利益が
貴社では

人手不足感がありますか

65%

48%

29%

5%

64%

51%

46%

33%

31%

26%

26%

24%

23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務の見直しとムダの削減
機械化・デジタル化などの省力化推進

アウトソーシングの活用
納期見直し

報酬の見直し
モチベーション向上
労働環境の改善
福利厚生の充実
採用活動の強化
スキルアップ支援

企業イメージの向上
多様な人材の活用

自社や業界の知名度向上

81%

39%

21%

19%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

雇用や業務改善に関する助成金や税制優遇

専門家の助言

人材研修プログラム

教育機関との連携

他企業・金融機関等との連携

43%

30%

29%

28%

20%

44%

26%

20%

60%

33%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務の拡大に体制が追い付いていない

業務のムダが多く業務の統廃合や合理化が進んでいない

働き方改革による労働時間の短縮で業務がこなせない

機械化／デジタル化などの省力化が進んでいない

取引先からの緊急対応が多い

高齢化による退職増

中核人材以外の一般労働者の離職が多い

業務に不可欠なスキルや資格・ノウハウを持つ中核的な人材の離職が多い

応募が無い

採用しても定着しない

応募はあっても人材像とマッチしない

※（出典：熊本商工会議所「熊本県下の中小・小規模事業者100社アンケート(2024年4月発表)」
協力団体：公益財団法人くまもと産業支援財団、熊本県よろず支援拠点、
熊本県中小企業活性化協議会、熊本県事業承継・引継ぎ支援センター）

業
務
面

人
材
面



３ 熊本県の人手不足等の現状について（３）

④月間有効求職者数・求人者数

月間有効

求職者数(a)

月間有効

求人者数(b)
差（a－b）

Ｒ２年度 ２８，０４８人 ３３，２３７人 ▲５，１８９人

Ｒ３年度 ２７，６２２人 ３７，１５６人 ▲９，５３４人

Ｒ４年度 ２７，８６７人 ３９，５９０人 ▲１１，７２３人

Ｒ５年度 ２８，１９８人 ３６，５７７人 ▲８，３７９人

Ｒ５．９月 ２８，２３３人 ３６，６８５人 ▲８，４５２人

１０月 ２８，１９４人 ３６，１８４人 ▲７，９９０人

１１月 ２８，１９４人 ３５，８７１人 ▲７，６７７人

１２月 ２８，２８１人 ３５，９４０人 ▲７，６５９人

１月 ２８，４５７人 ３６，３２６人 ▲７，８６９人

２月 ２８，８６０人 ３５，８１６人 ▲６，９５６人

３月 ２８，４１２人 ３５，５４０人 ▲７，１２８人

Ｒ６．４月 ２８，２３２人 ３５，４１７人 ▲７，１８５人

※各年度は原数値（平均値）、各月は季節調整値
（出典：熊本労働局「一般職業紹介状況（令和6年4月分）」）
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令和５年度から令和６年度にかけては、
毎月平均７～８，０００人程度、
人手が不足している。



３ 熊本県の人手不足等の現状について（４）
⑤県内における職業別の求人倍率の状況（令和6年6月）

建築・土木・測量技術者不足

介護サービス職業不足

医療技術者不足

※平成21年12月改定の「日本標準職業分類」
に基づく区分

（出典：熊本労働局（職業別 有効求人・
求職・求人倍率「令和6年6月」） -6-



３ 熊本県の人手不足等の現状について（５）

⑤県内における職業別の求人倍率の状況
（令和6年6月）

輸送・機械運転従事者不足

土木作業不足

※平成21年12月改定の「日本標準職業分類」に基づく区分
（出典：熊本労働局（職業別 有効求人・求職・求人倍率

「令和6年6月」）

接客・給仕などのサービス従
事者不足
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３ 熊本県の人手不足等の現状について（６）

⑥新規高等学校卒業者の就職決定者数に占める県内就職者数の割合

※（出典：文部科学省（令和６年３月新規高等学校卒業者の就職状況））

北海道, 93.4 ％

青森, 58.2 ％

富山, 94.0 ％
福井, 91.1 ％ 愛知, 95.3 ％

大阪, 92.1 ％

奈良, 60.6 ％

熊本, 66.1 ％

宮崎, 62.8 ％

鹿児島, 62.2 ％
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３ 熊本県の人手不足等の現状について（７）

※上記グラフは、全国調査
（出典：厚生労働省「令和４年雇用動向調査」）

⑦産業別入職率・離職率（令和４年（2022年））

・建設業
・製造業
・電気・ガス・熱供給・水道業
・運輸業、郵便業
・卸売業、小売業
・金融業、保険業
・教育、学習支援業
・医療、福祉

などの産業において、離職率が入職率を上

回っている（離職者が多い）。
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人材育成・確保に
関連した課題
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熊本県における人材育成・確保に関連した課題について（１）

（1） 進学や就職の際に、高校生をはじめとする若者が県外へ流出することによる県内労働力の減少（一次産業では、家業を

継がない傾向による担い手不足）
例：県外でしか学べない事やできない仕事があり、Uターン予定で転出したものの、最終的にそのまま県外で就職

（２） 県内学生に業界や県内企業の魅力が伝わっていない、又は魅力不足
例：県内学生へアプローチする機会(職場体験、面談会等)の不足

（3） 職種の選択肢が多様で、給与等の待遇が良く、生活環境が便利な県外（都市部）に若者が就職する傾向
例：給与や待遇、都会への憧れ等により、県外へ転出

１ 県内定着

（１） 人材育成のための時間や資金が不足 例：現場スタッフが多忙のため人材育成の時間が不足

（２） 人材育成する側の人材不足や高齢化 例：社員の高齢化により技術伝承が困難

（３） 若者の希望職種の多様化により、学ぶ生徒が減少、学んだとしても他業種へ流出している専門職種あり
例：専門の学科で学んだ学生が、学んだ学科とは全く異なる分野の業種に就職

2 人材育成

（１） 業務効率化と生産性向上に関する理解や認識の不足及びそれに伴う支援制度の未活用
例：DX化に取り組むにあたり、「何から取り組めば良いか分からない」といった声

（２） ロボットやICTの導入により負担が軽減するものの、資金・人材・ノウハウの不足等が課題
例：資材や機械等の費用の高騰や資金余力の不足により新たな投資が困難、新しい設備や機械に対応できる人材不足

３ 生産性向上
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（１）大学への進学志向の上昇による、新規高卒の就職希望者の減少

（2） 職種や業界に対するネガティブイメージ（夜勤、２４時間体制、３K、責任が重いなど）や理解不足

（3） 賃金格差による他産業への労働力の流出

（４） 就職選択には保護者の意見が影響を与えるため、労働条件等について保護者へのアプローチが必要

（５） 外国人材の活用、外国人材に選んでもらうことが必要

熊本県における人材育成・確保に関連した課題について（２）

５ その他
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（1） 業務量の多さや職場の人間関係などを要因とした高い離職率

例：入職してくる若者はいるが、憧れと現実のギャップにより離職

（2） 女性が働きやすい労働環境の整備が不十分

例：男女別のトイレや更衣室が未整備、産休・育休などの福利厚生が不十分

（3） 長時間労働、不規則な勤務形態、週休二日の確保困難、不十分な福利厚生

例：天候にも左右され定期的な休みの取得が困難、４週８休（週休２日）の確保不十分

（4） 働きやすい職場環境に対する経営者や現場スタッフの意識不足

例：職場環境の改善に向けた新たな取組みをしようとしても、経営者の理解不足

４ 働きやすい職場環境



「くまもとで働こう」推進本部設置要綱 

 

（設置） 

第１条 県内における産業人材の育成・確保を図るため、庁内関係部局間の課題共有

や連携体制を構築し、関係部局が連携して課題解決に向けた取組みの推進を図るた

めに、「くまもとで働こう」推進本部（以下、「推進本部」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 推進本部は、次に掲げる事務を所掌する。 

（１）県内産業人材の育成・確保に係る情報共有に関すること 

（２）課題解決に向けた取組みに関すること 

（３）取組みの進捗管理に関すること 

 

（推進本部） 

第３条 推進本部は、別表１に掲げる者をもって組織する。 

２ 推進本部に本部長を置き、知事をもって充てるものとする。 

３ 本部長を補佐するため、副本部長を置き、両副知事をもって充てるものとする。 

４ 本部長は本部に関する業務を統括し、推進本部会議を主宰する。 

 

（推進本部会議） 

第４条 所掌事務を円滑に行うため、推進本部会議を開催する。 

２ 推進本部会議は、本部長が招集する。 

３ 特定の事項について協議を行おうとする場合は、本部長が指名するメンバーの出

席により開催することができる。 

 

（幹事会) 

第５条 推進本部を補佐し、個別の課題に対応するため、幹事会を置く。 

 

（幹事会組織） 

第６条 幹事会は、別表２に掲げる所属の審議員・総括補佐等をもって組織する。 

２ 幹事会にリーダーを置くとともに、リーダーは商工労働部労働雇用創生課長をも

って充てる。 

３ リーダーは幹事会に関する業務を統括し、幹事会を主宰する。 

 

（他の者の出席） 

第７条 推進本部会議及び幹事会は、それぞれの所掌事務に関し必要があるときは、

他の者の出席を求めることができる。 

 

（事務局) 

第８条 推進本部の事務局を、労働雇用創生課に置く。 



 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、推進本部等の運営に関し必要な事項は、本部

長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年８月２０日から施行する。 



別表第１（第３条関係） 

知事 

副知事 

知事公室長 

総務部長 

企画振興部長 

健康福祉部長 

商工労働部長 

観光戦略部長 

農林水産部長 

土木部長 

教育長 

 

別表第２（第６条関係） 

知事公室 

私学振興課 

企画課 

地域振興課 

交通政策課 

高齢者支援課 

子ども未来課 

障がい者支援課 

医療政策課 

商工政策課 

労働雇用創生課 

産業支援課 

企業立地課 

観光国際政策課 

観光企画課 

農地・担い手支援課 

林業振興課 

水産振興課 

監理課 

高校教育課 

 


